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要　　約
　この研究の目的は R&D 資本ストックの日本経済の成長における役割を評価し，公的
R&D 支出といった科学技術政策の経済成長への影響を R&D 資本の公共財的な性質を組
み込んだ一般均衡動学モデルにより検討することにある。R&D 資本投資及び資本ストッ
クのデータを構築し，SNA のデータを 2008SNA の定義に整理した上で，2 部門動学的一
般均衡モデルの構造パラメーターを推計，またはカリブレートして数値モデルを構築した。
最終財生産，R&D 生産の生産関数を用いた成長会計からは，1990 年代以降，最終財生産
と R&D 生産の TFP 成長率が共に低下していたことが示された。公的 R&D のスピルオー
バー効果の役割をモデルに組み込んで政策シミュレーションを行った結果，公的 R&D 投
資の増加が R&D 生産をかなり押し上げ，また，最終財部門の生産，家計の消費について
も増加させることが明らかになった。

　キーワード：研究開発投資，一般均衡動学，成長会計，政策シミュレーション
　JEL Classification：E01, E17, E22, O38, O41

Ⅰ．はじめに

　この研究の目的は研究開発（Research and 
Development：R&D）投資とその資本ストッ
クの日本の経済成長における役割を評価し，公
的 R&D 支出といった科学技術政策の経済成長
への影響を R&D 資本の公共財的な性質を組み
込んだ一般均衡動学モデルにより検討すること

にある。
　近年，マクロ経済統計の分野では，R&D 資本
や人的資本をはじめとする非物的な資本ストック
の生産における役割を重要と考える研究が増えて
いる。代表的な研究である Corrado, et al.（2012）
は先進各国の無形資産投資及びそのストックを
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推計し，経済成長への貢献が高いと結論付けて
いる。また，国民経済計算（SNA：System of 
National Accounts）では，新しい推計基準であ
る 2008SNA において R&D 資本を初めとする
様々な非物的資本を計上することが勧告された。
マクロ経済学の分野でも非物的資本を従来の一
般均衡動学モデルに組み込む研究が進んでおり，
非物的資本を導入することで米国の景気循環に
対 す る モ デ ル の 説 明 力 が 向 上 す るとし た
McGrattan and Prescott（2010，2012）はその代
表例である。
　日本においても，2016 年度の 2008SNA 導入
に向けて内閣府経済社会総合研究所を中心に，
非物的資本の一つである R&D 資本投資及びス
トックの計上方法が研究されている1）。また，
Arato and Yamada（2012）では企業の保有す
る非物的資本ストックを財務諸表データから推
計して，日本の非物的資本の物的資本に対する
比率が，米国や英国の推計値に近いことを報告
している。Miyagawa and Hisa（2014）では，
R&D 資本をはじめとする日本の様々な非物的
資本投資及びストックについて推計が行われて
いる。こうした非物的資本の重要性についての
研究の進展を背景として，日本における非物的
資本投資のマクロ経済的環境が経済の成長経路
や定常均衡に与える影響を数値的に評価したい
というのが本論文の目的である。
　日本経済についての動学一般均衡モデルによ
る研究は Hayashi and Prescott（2002）におけ
る実物的景気循環（Real Busines Cycle：RBC）
モデルを用いた「失われた 10 年」の説明を嚆矢と
して，Kobayashi and Inaba（2006），大津（2008）
でも景気循環会計（Business Cycle Accounting：
BCA）の手法を用いた説明力の評価が行われて
きた。景気循環会計はカリブレートされた動学
一般均衡モデルと現実のデータから，当該モデ
ル では 説 明 できない 市 場 の 歪 み（Wedge；
ウェッジ）を計測して，ウェッジの存在が経済

の内生変数にどの程度の影響を与えたかを評価
する分析手法で，Chari, Kehoe and McGrattan
（2007）において提唱された。この論文でもこ
の方法を用いて実際のデータと一般均衡動学モ
デルの出力の乖離を幾つかのウェッジとして説
明する。
　この論文の貢献は以下の通りである。先ず，
日本の R&D 資本ストックを「科学技術研究調
査」のデータをベースに推計し，また，人的資
本ストックを Barro and Lee（2013）の平均就
学年数と Miyazawa（2011）の推計した賃金関
数を参考にして推計した。また，推計した
R&D 資本ストック及び物的資本ストックの
データを基に，R&D 資本ストックを共有する
最終財生産と R&D 生産の生産関数の構造パラ
メーターを推計した。最終財生産部門と R&D
生産部門の生産関数を持つ 2 部門一般均衡動学
モデルを構築し，残りの構造パラメーターも推
計またはカリブレートして以下の分析に用い
た。第 1 に，成長会計を行った。最終財生産部
門，R&D 生産部門それぞれの成長会計を実施
することで，それぞれの生産要素，全要素生産
性（Total Factor Productivity：TFP）の生産
への貢献を評価した。第 2 に，将来の人口，人
的資本，TFP，税率等の外生変数を外挿し，
公的 R&D 支出といった科学技術政策の定常均
衡，経済成長経路への影響を評価する政策シ
ミュレーションを行った。
　主要な結果は以下のとおりである。第 1 に，
最終財生産における R&D 資本分配率は 0.017
と小さい一方，R&D 部門における R&D 資本
分配率は 0.37 と高い。第 2 に，推計した最終
財生産，R&D 生産の生産関数を用いた成長会
計では，最終財の TFP 上昇率が 1990 年代以
降低下しているのみならず，R&D 生産の TFP
成長率も同時期に低下している。第 3 に，公的
R&D のスピルオーバー効果の役割を想定した
モデルによる政策シミュレーションでは，公的

１�）日本における R&D 資本投資及びストック化の研究として，川崎（2006），Fukao, K., et al.（2009），内閣
府経済社会総合研究所（2010），茂野（2012），外木・北岡・小林（2014），及び，Tonogi, Kitaoka, and Li（2015）
等がある。
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R&D 投資の増加が R&D 部門の TFP を上昇さ
せ，R&D 生産をかなり押し上げること示した。
同時に最終財生産部門の生産，家計の消費につ
いても増加させることを示した。
　この論文は次のように構成されている。第 2
節では，McGrattan and Prescott（2010）を
ベースとした R&D 投資を含めた 2 部門一般均
衡動学モデルを展開する。第 3 節では，最終財
生産，R&D 生産，物的資本ストック，R&D 資
本ストック，人的資本水準の推計，及び両部門
への労働投入の推計の方法を説明する。また，
消費税率，労働所得税率，資本所得税率，企業
利益課税（法人税）率，物的資本に対する固定
資産税率の計測方法についても説明する。その
後，生産関数，効用関数の構造パラメーターの

推定，及び，その他の構造パラメーターのカリ
ブレーションを行う。第 4 節では，推計した生
産と生産要素のデータ及び推定した生産関数を
用いて成長会計を行う。第 5 節では，1980 年
から 2011 年の観測データとモデルの出力した
内生変数の乖離を市場の歪み（ウェッジ）とし
て計測した。計測したウェッジを外生変数とし
てモデルのシミュレーションに組み込むこと
で，モデルの出力する内生変数は観測データと
一致する。第 6 節では，構築した数値モデルを
用いて外挿区間について政策シミュレーション
を行い，公的 R&D 投資がマクロ経済の定常状
態及び均衡経路にどのような影響を持つかを検
討する。

Ⅱ．R&D 投資を組み込んだ一般均衡動学モデル

　この節では，McGrattan and Prescott（2010）
の非物的資本投資を組み込んだ非中立的技術進
歩のモデル（以下 MP モデルと略す）をベース
に，内生的な R&D 資本投資と外生的な人的資
本成長を組み込んだ一般均衡動学モデルを展開
する。MP モデルとの第 1 の大きな違いは，最
終財生産（Final Goods Production，以下 FGP
と略す）部門の生産関数と R&D 生産部門のコ
ブ・ダグラス型生産関数で異なった分配率を用
いる点である。これは第 2 節において，日本の
R&D 資本ストックを一定の仮定の下で推計する
ことで FGP 部門，R&D 部門のそれぞれ生産関
数を推計することが可能なためである。第 2 に，
2 つの性質の異なる非物的資本を導入すること
で，R&D 資本の生産への貢献は R&D 資本収益
に，人的資本の生産への貢献は賃金に反映させ
た。このため MP モデルで用いられた 1 つの非
物的資本の生産への貢献を資本所得と労働所得
に分割する sweat equity の概念は導入していな
い。第 3 の違いは消費税，法人税，労働所得税，

固定資産税に加えて，R&D 投資に影響が大きい
と考えられる R&D 投資税額控除を組み込んで
いることである。

Ⅱ－１．代表的家計
　t 期の代表的家計の効用関数を次のように仮
定する。

� （１）

　ここで，ct（ct ≥ 0）は最終財の消費水準，lt（lt
∈［0,1］）は余暇時間である。ψは余暇から生
じる効用のウェイトを表している。家計は 1 期
あたり 1 単位の時間を保有しており，それを余
暇時間，lt，と労働投入，ht，に分割する。
　次に，t 期における通時的な効用関数は次の
ように仮定する。

� （２）

　ここで，β（1 ＞β＞ 0）は時間選好要因で
あり，この数値が低いほど現在より将来の効用

U（ct,lt）=ln（ct）＋ψln（lt）．

j=0

∞

ΣβjU（ct＋j, lt＋j）．
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を低く評価することを意味する。代表的家計は，
次の予算制約式を全ての期で満たしつつ，
（２）の通時効用を最大化するように，毎期の
労働投入，余暇時間，物的資本投資，R&D 資
本投資，そして家計消費を決定する。

�  
� （３）

　（３）式の左辺は家計の支出を，右辺は家計
の可処分所得を表している。xT

t，及び xl
t はそれ

ぞれ，物的資本投資，R&D 資本投資を意味し
ている。kT

t 及び kl
t はそれぞれ，物的資本ストッ

クと R&D 資本ストックを意味している。rT
t，

及び rl
t はそれぞれ，物的資本の収益率，R&D

資本の収益率である。wt は労働投入 1 単位あ
たりの賃金，qt は R&D 生産物の相対価格であ
る。ζt は政府からの一括（lump sum）の移転
所得であり，家計の所得に加算される。τt は
家計が負担する税の総額であり，家計の所得か
ら控除される。τt は次の様に内生変数に依存
している。

�

� （４）

　ここで，τc
t，τh

t，τk
t，τp

t，及びτd
t はそれぞれ，

消費税率，労働所得税率，固定資産税率，企業
利益税率（法人税等の税率），及び資本所得税
率（利子所得税，配当所得課税等の税率）であ
る。κI

t は R&D 投資についての税額控除率であ
る。従って，τc

tct は消費税額，τh
twtht は労働所

得税額，τk
tkT

t は固定資産税額，τp
t（rT

tkT
t ＋ rI

t kI
t －

δTkT
t －τk

tkT
t － qt xI

t）は企業利益税額，そして，
κI

tqt xI
t は R&D 税額控除額を示している。企業

の税抜き後の利益（（４）式右辺第 6 項の大括弧
内）にτd

t をかけたものが，資本所得税額となる。
　家計が所有する物的資本ストック，kT

t，及び
R&D 資本ストック，kI

t，はそれぞれ，次の資

本遷移式に従って増減する。

� （５） 
� （６）

　ここで，δT は物的資本減耗率，δI は R&D
資本減耗率である。ηt は経済に存在する家計
数（人口）の成長率であり，人口，Nt，は以
下のように外生的に成長する。

� （７）

　t ＋ 1 期に家計数がηt の率で増加した際に
は，1 家計あたりの資本ストックがηt の率で減
少することが仮定されている。

Ⅱ－２．家計の最適化行動
　代表的家計は価格，qt，rT

t，rI
t，及び wt が与

えられた下で，（３）の予算制約を毎期満たしつ
つ（２）式の通時効用関数を最大化するよう家
計の消費，ct，物的資本投資，xT

t，R&D 資本投資，
xI

t，労働投入，ht，及び余暇時間，lt，を決定す
る。資本の遷移については式（５），（６）に従う。
　問題をラグランジアンの形に表現すると，以
下のようになる。

　ここで，λt は t 期のラグランジュ係数であ
る。内生変数は以下の制約に服する。

　先ず，家計の消費についての通時効用最大化
の 1 階の条件は以下のとおりである。

ct＋xT
t＋qt xI

t=rT
t kT

t＋rI
t kI

t＋wtht＋ζt－τt ．

τt=τc
tct＋τh

twtht＋τk
t kT

t－kI
tqt xI

t

＋τp
t（rT

t kT
t＋rI

t kI
t－δTkT

t－τk
t kT

t－qt xI
t ）

＋τd
t［rT

t kT
t＋rI

t kI
t－δTkT

t－τk
t kT

t－qt xI
t

－τd
t（rT

t kT
t＋rI

t kI
t－δTkT

t－τk
t kT

t－qt xI
t ）］．

kTt＋1=［（1－δT）kTt＋xTt ］（1＋ηt）－1,
kI

t＋1=［（1－δI）kI
t＋xI

t ］（1＋ηt）－1．

Nt＋1=（1＋ηt）Nt．

t=0

∞

t=0

∞
L=ΣβtU（ct, lt）+Σβtλt｛rT

t kT
t+rI

t kI
t+w1

t ht

+ζt－τt－［ct+xT
t +qt xI

t ］｝

lt=1－h1
t－h2

t ,

xT
t=（1＋ηt）kT

t＋1－（1－δT）kT
t ,

x I
t=（1＋ηt）kI

t＋1－（1－δI）kI
t ,

τt=τc
t ct＋τh

t wtht＋τk
t kT

t－κI
tqt xI

t

＋τp
t（rT

t kT
t＋rI

t kI
t－δTkT

t －τk
t kT

t－qt xI
t ）

＋τd
t［rT

t kT
t＋rI

t kI
t－δTkT

t－τk
t kT

t－qt xI
t

－τd
t（rT

t kT
t＋rI

t kI
t－δTkT

t－τk
t kT

t－qt xI
t ）］．
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　ここで，Uc は（１）式の効用関数における
家計消費，ct，についての 1 階の偏微分を表す。
t 期の家計消費についての 1 階の条件は，ラグ
ランジュ係数が t 期の消費の限界効用を消費財
1 単位の取得コストで割ったものに等しいこと
を示している。
　労働投入の 1 階の条件は，次のように消費と
余暇の限界代替率と価格の比が等しくなるとい
う条件である。

　ここで，Ul は（１）式の効用関数における
余暇時間，lt，についての 1 階の偏微分を表す。
　物的資本に関する 1 階の条件については，家
計消費の取得コスト 1 単位あたりの限界効用に
ついての t 期と t ＋ 1 期の比が，課税後の物的
資本の利回りに等しいことを示している。

　R&D 資本関する 1 階の条件については，消
費の取得コスト 1 単位あたりの限界効用につい
ての t 期と t ＋ 1 期の比が，課税後の R&D 資
本の利回りに等しいことを示している。

　つまり，課税後の R&D 資本の利回りは課税
後の物的資本の利回りに等しい。

　このモデルでは，上式の左辺第 2 項の利回り
が税率及び資本減耗率の影響を考慮した後の資
本利回り，rt，である。
　家計の効用最大化の為には，家計が保有する
資本の発散経路を排除する必要がある。3 つの

資本については，次の 2 つの終端条件を課す。

� （８）

� （９）

Ⅱ－３．代表的企業
　代表的企業は家計消費または物的資本投資に
用いられる最終財，Yt，と R&D 投資に用いら
れる知識，XI

t，を生産する。MP モデルと同様に，
R&D 資本ストックは知識であるため非競合性
を持ち，企業内で生産要素として用いる場合に
FGP 部門と R&D 部門で同時に利用できると仮
定する。
　最終財生産，Yt，の生産関数は次の通り。

� （10）

　こ こ でθ1 ＋φ1 ＋ ϕ1 ＝ 1， か つ，θ1，φ1，
ϕ1 ＞ 0 である。生産関数は物的資本，K1

t，
R&D 資本，KI

t，及び労働投入，H1
t，を生産要

素とするコブ・ダグラス型である。つまり，θ1，
φ1，及び，ϕ1 はそれぞれ，FGP 部門の所得に
おける物的資本分配率，R&D 資本分配率，労
働分配率に相当する。Zt は人的資本の水準で
あり。A1

t は最終財生産関数におけるハロッド
中立的な TFP であり，外生的に変動する。
　R&D 生産，XI

t，の生産関数は次の通り。

� （11）

　ここで，θ2 ＋φ2 ＋ϕ2 ＝ 1，かつ，θ2，φ2，
ϕ2 ＞ 0 である。最終財部門と同様に，R&D 部
門の生産関数も，物的資本，Kt

T2，R&D 資本，
KI

t，及び労働投入，H2
t を生産要素とするコブ・

ダグラス型である。つまり，θ2，φ2，及び ϕ2

はそれぞれ，R&D 部門の所得における物的資
本分配率，R&D 資本分配率，労働分配率に相
当する。A2

t は R&D 生産関数におけるハロッド
中立的な TFP であり，外生的に変動する。
　両部門の全要素生産性，A1

t と A2
t，は次のよ

うに，共通のトレンド成長率，γ，と個別の成
長率，a1

t 及び a2
t に従って成長する。

λt =　1＋τct
Uc（ct,lt）．

=　
wt（1＋τht）
Ul（ct,lt） ．

1＋τct
Uc（ct,lt）

=（1＋ηt）－1［1＋（rTt＋1－δT－τkt＋1）βλt＋1
λt

（1－τdt＋1－δT－τpt＋1＋τdt＋1τpt＋1）］．

┌
│
│
└

┌
│
│
└

r I
t＋1 ＋ qt＋1（1－δI）（1－κI

t＋1）＋（rI
t+1＋qt+1（1－δI））（－τp

t＋1－τd
t＋1＋τd

t＋1τp
t＋1）

qt［（1－κI
t ）－ τp

t－ τd
t ＋ τd

t τp
t ］（1＋ηt）βλt＋1

λt = ．

r I
t＋1 ＋ qt＋1（1－δI）（1－κI

t＋1）＋（rI
t+1＋qt+1（1－δI））（－τp

t＋1－τd
t＋1＋τd

t＋1τp
t＋1）

qt［（1－κI
t ）－τp

t－τd
t ＋τd

t τp
t ］

= ．

1＋（rT
t＋1－δT－τk

t＋1 ）（1－τd
t＋1－τp

t＋1＋τd
t＋1τp

t＋1）

1
1＋rt＋j

kTt＋i＋1=0,lim
i→∞

i

j = 0
∏

1
1＋rt＋j

k Ii＋1=0．lim
i→∞

i

j = 0
∏

Yt =（KT
t  

1）θ1（KI
t ）φ1（A1

t Zt  H 
1
t ）ϕ1．

XI
t =（KT

t  
2）θ2（K I

t ）φ2（A2
t Zt  H 

2
t ）ϕ2．
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� （12） 
� （13）

人的資本水準，Zt，は外生的に成長率 zt で変
動する。

� （14）

　代表的企業の利潤は以下のとおりである。

�

� （15）

Ⅱ－４．代表的企業の最適化行動
　代表的企業は（10），（11）式の生産関数を前
提にしつつ，価格，qt，rT

t，rI
t，及び wt が与え

られた下で（15）式の利潤関数を最大化するよ
うに生産要素の投入量，Kt

T1，Kt
T2，KI

t，H1
t，

及び H2
t を決定する。最適化の 1 階の条件は以

下のとおりである。
　Kt

T1 についての 1 階の条件から，物的資本収
益率が FGP 部門の物的資本の限界生産性に等
しい。

　Kt
T2 についての 1 階の条件から，物的資本収

益率は R&D 部門の物的資本の限界生産性に等
しい。

　つまり，上記の 2 つの式から，企業が利潤を
最大化するとき R&D 生産物の価格 qt について
以下の関係が成立する。

� （16）

　KI
t についての 1 階の条件から，R&D 資本収

益率は FGP 部門と R&D 部門の R&D 資本の
限界生産性の合計に等しい。

　次に，H1
t についての 1 階の条件から，労働

賃金は FGP 部門の労働投入の限界生産性に等
しい。

　H2
t についての 1 階の条件から，労働賃金は

R&D 部門の労働投入の限界生産性にも等しい。

　つまり，上記の 2 つの式から，企業が利潤を
最大化するとき R&D 生産物の価格 qt について
以下の関係が成立する。

� （17）

　企業が利潤最大化行動を行っている場合，
（16），（17）式を同時に満たすことから，物的
資本の FGP 部門と R&D 部門の投入比率，及
び，労働時間の FGP 部門と R&D 部門の投入
比率について以下の関係が成立する。

� （18）

Ⅱ－５．動学的一般均衡の条件
　Ｎ個の代表的家計，1 つの代表的企業及び政
府の存在する経済において，動学的一般均衡の
条件を次のように定義する。
・�代表的家計は資本ストックの初期値，kT

0，及び，
kI

0 が与えられた下で，価格，qt，rT
t，rI

t，及び
wt を所与として，（３），（４）式からなる予
算制約式，（５），（６）の資本の遷移を満たし
つつ，（２）式の通時効用関数を最大化の 1
階の条件をすべて満たす。

・�代表的企業は（10），（11）式の生産関数を前
提にしつつ，価格，qt，rT

t，rI
t，及び wt が与

えられた下で，全ての期で（14）式の利潤関
数の最大化の 1 階の条件をすべて満たす。

・�全ての期で市場の需給均衡条件が成立する。
つまり，最終財市場の均衡条件，Yt ＝ Nt（xT

t

＋ ct），R&D 生産物市場の均衡条件，XI
t ＝

NtxI
t，労働市場の均衡条件 H1

t ＋ H2
t ＝ Ntht，

物 的 資 本 市 場 の 均 衡 条 件，Kt
T1 ＋ Kt

T2 ＝
NtkT

t，及び R&D 資本市場の均衡条件，KI
t ＝

A1t＋1=（1＋a1t）（1＋γ）A1t,
A2t＋1=（1＋a2t）（1＋γ）A2t．

Zt＋1=（1＋zt）zt．

Пt=Yt＋qt XI
t

－［rT
t（KT

t 
1＋KT

t 
2）＋rI

t KI
t ＋wt（H1

t ＋H2
t ）］．

rTt =θ1　．
KT

t  
1

Yt

rT
t =θ2　．

KT
t  

2

qt XI
t

qt = θ2

θ1

XI
t

Yt

KT
t  

1

KT
t  

2

．

r 
I
t = KI

t

φ1Yt＋φ2qt XI
t ．

wt =φ1 H 
1
t

Yt ．

wt =φ2 H 
2
t

qt XI
t ．

qt = ϕ2

ϕ1

XI
t

Yt

H 
1
t 

H 
2
t ．

= ϕ2

ϕ1

H 
1
t 

H 
2
t 

θ2

θ1

KT
t  

1

KT
t  

2

．
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NtkI
t がそれぞれ全ての期で成立する。

・�全ての期で政府の予算制約式が均衡する（τt

＝ζt）。
・終端条件，（８），（９）式を満たす。

Ⅱ－６．内生変数のトレンド除去
　動学的一般均衡の定常状態を見つけるため
に，内生変数から外生的なトレンド成分を除去
する。具体的には 1 家計あたりの変数を全て，
（1 ＋γ）tA1

0Zt で割る。トレンド除去後の変数
は以下のようにハットを付けて表す。つまり，

家計消費は， ĉ t =（1＋γ）t A 1
0 Zt

ct
，FGP 部門の物

的資本は k̂T
t  

1 =
（1＋γ）t A 1

0 Zt

KT
t  

1/Nt
，R&D 部門の物的

資本は k̂T
t  

2 =
（1＋γ）t A 1

0 Zt

KT
t  

2/Nt
，R&D 資本は， k̂I

t =（1＋γ）t A 1
0 Zt

KI
t /Nt

k̂I
t =（1＋γ）t A 1

0 Zt

KI
t /Nt ，最終財の生産は ŷt = =（k̂T

t  
1）θ1（k̂I

t ）φ1（â1
t h1

t ）ϕ1

（1＋γ）t A 1
0 Zt

Yt /Nt

ŷt = =（k̂T
t  

1）θ1（k̂I
t ）φ1（â1

t h1
t ）ϕ1

（1＋γ）t A 1
0 Zt

Yt /Nt ，R&D の 生 産 は x̂ I
t = =（k̂T

t  
2）θ2（k̂I

t ）φ2（â2
t h2

t ）ϕ2

（1＋γ）t A 1
0 Zt

XI
t /Nt

x̂I
t = =（k̂T

t  
2）θ2（k̂I

t ）φ2（â2
t h2

t ）ϕ2

（1＋γ）t A 1
0 Zt

XI
t /Nt とそれぞれ

定義する。このとき，FGP 生産の TFP はâ 
1
t =（1＋γ）t A 1

0 Zt

A1
t

â 
1
t =（1＋γ）t A 1

0 Zt

A1
t ，R&D 生 産 の TFP は â 

2
t =（1＋γ）t A 1

0 Zt

A2
t

â 
2
t =（1＋γ）t A 1

0 Zt

A2
t ，である。またこのとき，h1

t ＝ H1
t/

Nt，及び，h2
t ＝ H2

t/Nt と定義する。トレンド
除去後の一般均衡動学モデルの 1 階の条件は，
以下のとおりである。
　消費についての 1 階の条件は，

� （19）

　消費と余暇についての 1 階の条件は，

� （20）

　t 期の物的資本と t ＋ 1 期の物的資本につい
ての 1 階の条件は，

� （21）

ここで，β̂t =（1＋zt）（1＋nt ）（1＋γ）
β である。

　t 期の R&D 資本と t ＋ 1 期の R&D 資本につ
いての 1 階の条件は，

�

� （22）
　R&D 資本と物的資本についての 1 階の条件は，

� （23）
　FGP 部門の労働投入と，R&D 部門の労働投
入の 1 階の条件は，

� （24）

　FGP 部門の物的資本投入と，R&D 部門の物
的資本投入の 1 階の条件は，

� （25）

　R&D 資本についての 1 階の条件は，

� （26）

　資本遷移式及び，最終財市場の均衡条件，政
府の均衡財政条件は以下のようになる。

�  
� （27）
�  
� （28）
� （29） 
� （30）

Ⅱ－７．定常状態
　定常状態ではトレンド除去済みの変数につい
て，x̂t ＝ x̂t ＋ 1 ＝ x̂ss が成立する。FGP 部門の生
産の定常状態での値は次の通り。

λ̂ t = ．
ĉt（1＋τc

t）
1

ĉ t = ．
1＋τct
（1＋τht）

ψ
（1－ht）ŵt

λ̂t=β̂tλ̂t＋1［1＋（rT
t ＋1－δT－τk

t＋1）
（1－τd

t ＋1－τp
t ＋1＋τd

t＋1τp
t＋1）］．

λ̂t =β̂tλ̂t＋1×

qt［（1－κI
t ）－τp

t－τd
t＋τd

tτp
t ］

rI
t＋1＋qt＋1（1－δI）（1－κI

t＋1）＋（rI
t＋1＋qt＋1（1－δI））（－τp

t＋1－τd
t＋1＋τd

t＋1τp
t＋1）

┌
│
│
└

┌
│
│
└
．

qt［（1－κI
t ）－τp

t－τd
t＋τd

tτp
t ］

rI
t＋1＋qt＋1（1－δI）（1－κI

t＋1）＋（rI
t＋1＋qt＋1（1－δI））（－τp

t＋1－τd
t＋1＋τd

t＋1τp
t＋1）

1＋（rT
t＋1－δT－τk

t＋1）（1－τd
t＋1－τp

t＋1＋τd
t＋1τp

t＋1）

．＝

ŵt =φ1           =φ2           ．
ŷt qt x̂ I

t

ht
1 h2

t

rT
t =θ1           －θ2            ．

ŷt qt x̂I
t

k̂t
T1 k̂t

T2

rIt =
φ1 ŷt＋φ2qt x̂It

k̂tI
．

x̂Tt =（1＋ηt）（1＋γ）（1＋zt）k̂Tt +1－（1－δT）k̂Tt，

x̂ It =（1＋ηt）（1＋γ）（1＋zt）k̂It +1－（1－δI）k̂It，

ĉt＋x̂tT1＋x̂tT2=ŷt，
τ̂t=ζ̂t．

ŷss＝（k̂Ts 1）θ1（k̂1ss）φ1（â1ssh1ss）ϕ1．s
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　R&D 部門の生産の定常状態での値は次の通り。

　定常状態における消費の値，ĉss と余暇の値，
lss ＝ 1 － hss は次の条件を満たす必要がある。

　物的資本収益率，R&D 資本収益率，労働賃
金は次の 5 条件を満たす必要がある。

　資本遷移式，最終財市場の需給均衡条件，政
府の均衡財政の条件は以下のとおりであり，定
常状態ではこれらの条件も満たす必要がある。

Ⅲ．カリブレーションと構造推定

Ⅲ－１．モデルに対応したデータの構築
　この節では前節で構築した一般均衡動学モデ
ルに対応した集計量の経済データを構築する。
データの出所は主に内閣府の『国民経済計算』，
総務省の『科学技術研究調査』，『人口推計』，『労
働力調査』，厚生労働省『毎月勤労統計』等で
ある。
　先ず，R&D の総生産，XI

t，の系列はについ
ては，内閣府経済社会総合研究所（2012）の方
法を用いて，総務省の『科学技術研究調査』
（Servey of Reserch and Development：今後
SRD と略す）における企業，大学，研究機関
の「内部使用研究費」から求められる2）。ここ
では，海外との R&D の輸出入は考慮せず，
R&D 総生産＝ R&D 総投資として取り扱う。

R&D 総生産 
　＝ SRD の内部使用研究費（コスト）.

　次に，最終財の総生産，Yt，については，
1993SNA の国民総所得（GNI）から，政府と
NPISH（対家計民間非営利団体）の R&D 総生
産を控除し，政府と NPISH の R&D 資本の減
耗分を控除したものとして定義される。

最�終財総生産 
＝ �GNI93－（政府 R&D 総生産－政府 R&D

資本減耗）－（NPISH R&D 総生産
－ NPISH R&D 資本減耗）．

　FGP 部門の物的資本総投資，Xt
T1，は次のよ

うに計算する。

x̂Iss＝（k̂Ts 1）θ2（k̂1ss）φ2（â2ssh2ss）ϕ2．s

ĉss＝
（1－τhss）（1－hss）

ψ1＋τcss
ŵss．

1＝β̂ss［1＋（1－τdss）（1－τpss）（rTssδTτkss）］
1－β̂

β̂（1－τdss）（1－τpss）
⇔ rTss＝

1＝β̂ss
r Iss＋qss（1－δI）（1－κIss）＋（rIss＋qss（1－δI））（－τpss－τdss＋τdssτpss）

qss［（1－κIss）－τpss－τdss＋τdssτpss］

┌
│
│
└

┌
│
│
└
，

＋δT＋τkss ，

ŵss＝ϕ1　＝ϕ2　，
h1ss h2ss

ŷss qss x̂Iss

rTt＝θ1　＝θ2　，
kTss1 hTss2
ŷss qss x̂Iss

r Iss＝　．
k̂Iss

φ1 ŷss＋φ2qss x̂Iss

x̂Tss＝［（1＋ηss）（1＋γss）（1＋zss）－（1－δT）］k̂Tss，
x̂ Iss＝［（1＋ηss）（1＋γss）（1＋zss）－（1－δI）］k̂Iss，

ĉss＋x̂Tss1＋x̂Tss2＝ŷss，
τ̂ss＝ζ̂ss．

２�）SRD における大学，短大，大学附置研究所の人件費については，フルタイム換算係数にて調整している。
計算の詳細は Appendix A を参照せよ。
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FGP 部門の物的資本投資 
＝�国内総資本形成＋純輸出－ R&D 部門

の物的資本総投資．

　R&D 部門の物的資本総投資，Xt
T2，は次の

ように求める。

R&D 部門の物的資本投資 
＝ SRD における有形固定資産購入費．

　家計消費，Ct ＝ Ntct，は民間最終消費支出と
政府最終消費支出の合計とする。

家�計消費 
＝民間最終消費支出＋政府最終消費支出．

　上記の集計量については，それぞれ対応する
デフレーターを用いて実質化している。
　FGP 部門の物的資本ストック，Kt

T1，R&D
部門の物的資本ストック，Kt

T2，及び，R&D
資本ストック，Kl

t，は次のような資本遷移式に
従って計算した。

　次に，労働人口あたりの保有時間あたりの労
働投入，ht，については次のように求めた。

労働投入＝　　　　　　　．

　ここで，

年�間労働時間 
＝平均月間労働時間× 12 ×就労者数，

年�間保有時間 
＝ �1 日の保有時間（16 時間）×年間所定

労働日数（250 日）× 15 歳以上人口．

　FGP 部門と R&D 部門の労働の配分につい
ては（18）式を用いて，物的資本ストックの
FGP 部門と R&D 部門比率に対応する労働時

間とした。

　人的資本の水準，Zt，については，平均就学
年数とミンサー型賃金関数を用いて計算した。

� （31）

　ここで，st は t 年の平均就学年数である。平
均就学年数は Barro and Lee（2013）の日本の
推計値を，ミンサー型賃金関数のパラメーター
については，Miyazawa（2011）の研究に従い，
αM ＝ 0.32，ψM ＝ 0.28 を用いた。

Ⅲ－２．税率の計算
　家計の意思決定行動に影響を与える各種税率
をモデルに組み込む。具体的には消費税，労働
所得税，固定資産課税，企業利益課税（法人税
等），資産所得税（配当税，利子所得税）など
を用いる。
　消費税率，τc

t，については，現実に実施され
ている消費税率とする。1980 年から 1988 年ま
で は 0 ％，1989 年 か ら 1996 年 ま で は 3 ％，
1997 年から 2011 年までは 5％である。
　労働所得税率，τh

t，については給与所得，退
職所得，報酬料金等所得，非居住者所得，及び
地方税の住民税（個人分）の合計を労働所得税
とし3），SNA の名目雇用者報酬で割って求めた。
この税率の 1980 年から 2011 年の平均値を求め
て全期間に適用した。固定資産税率，τk

t，につ
いては，標準税率 1.4％を全期間で用いた。
　企業利益課税率，τp

t，については国税の法人
税額，地方税の事業所税，地方法人特別税，住
民税（法人分）を企業利益課税とし，これを営
業余剰より固定資本減耗，内部使用研究費，固
定資産税率×物的資本ストック額を引いた課
税前企業利益で割って求めた。この税率の 
1980 年から 2011 年の平均値を求めて全期間に

KTt 1＝XTt 1＋（1－δT）KTt 1，
KTt 2＝XTt 2＋（1－δT）KTt 2，
KIt ＝XIt＋（1－δI）KIt ．

年間労働時間
年間保有時間

h1t＝（1＋―――）
－1

ht，
ϕ2
ϕ1
θ1
θ2
kTt 2

kTt 1

h2t＝ht－h1t．

Zt＝（―（st）1－ψM）．1－ψM
αM

３）国税については国税庁の源泉所得税課税状況から，地方税については『地方財政白書』からデータを得た。
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適用した。
　資本所得税率，τd

t，については，国税の利子
所得等と配当所得の課税額の合計を課税前企業
利益から企業利益税額を差し引いたもので割っ
て求めた。この税率の 1980 年から 2011 年の平
均値を求めて全期間に適用した。
　R&D 投資税額控除率，κl

t，については，試
験研究費の控除額等を R&D 投資額で割って求
めた。この税率は平均値を全期間に適用せずに，
毎年変動するものとした。

Ⅲ－３．構造パラメータのカリブレーション
　一般均衡動学モデルにおいて，政府の政策や
外生変数の変動に影響を受けない経済の基本的
なパラメーターを構造パラメーターと呼ぶ。生
産関数のパラメーターや効用関数のパラメー
ター，資本減耗率などはこのような構造パラ
メーターに該当する。

資本減耗率
　物的資本の資本減耗率，δT，については資
本ストックに対する固定資本減耗の比率の
1980 年から 2011 年の平均値を用いた。R&D
資 本 の 資 本 減 耗 率，δI， に つ い て は BEA
（2006）及び，内閣府経済社会総合研究所
（2012）の R&D 資本ストック推計の先行研究
で用いられた 15％を採用した。

効用関数
　効用関数における余暇からの効用のウェイト
である，ψ，については第 5 節で説明する労働
投入ウェッジ・レート，ωL

t，が 1980 年から
2010 年の期間の平均が 0 となるように値を決
めた。代表的家計の時間選好要因，β，につい
ては 0.98 と仮定した。

生産関数
　FGP 部門と R&D 部門の生産関数における
構造パラメーターは，両部門の労働分配率パラ
メーターをデータから推計した後，モデルの 1
階の条件（FGP 部門と R&D 部門の物的資本

収益率，及び，R&D 資本収益率の同時点代替
の条件）を用いて GMM で推計した。
　FGP 部門の労働分配率のパラメーター，
ϕ1，については，SNA の雇用者報酬と混合所
得の合計の GNI に対する比率の 1980 年から
2011 年の平均値とした。
　R&D 部門の労働分配率のパラメーター，
ϕ2，については，SRD の R&D 人件費の内部
使用研究費（コスト）に対する比率の 1980 年
から 2011 年の平均値とした。
　次に FGP 部門と R&D 部門の生産関数にお
ける物的資本分配率及び R&D 資本分配率，つ
まり，θ1，φ1，θ2 及びφ2 については，第 2 節
で展開した 1 階の条件である（23），（25）式を
モーメント条件に用いて，以下の設定で GMM
推計した。

�  
� （32）

　ここで，M ＝｛m1980, …, m2010｝, mt ＝｛ŷt, x̂ l
t, 

k̂t
T1, k̂t

T2, k̂I
t , κI

t , κI
t ＋ 1, τp

t , τp
t ＋ 1, τd

t , τd
t ＋ 1, τk

t ＋ 1｝，で
ある。
　また，

である。f1（mt ; θ1, θ2），f2（mt ; θ1, θ2）について
は以下のとおり。

　ここで，

minГ（M;θ1,θ2）= χ（M;θ1,θ2）Σ－1χ（M;θ1,θ2）’,
θ1,θ2

χ（M;θ1,θ2）=

┌
│
│
│
│
│
└

┌
│
│
│
│
│
└

Σ 
t
  f1（mt ;θ1,θ2）

T
1

Σ 
t
  f2（mt ;θ1,θ2）

T
1

,

f1（mt;θ1，θ2）= 1+（rT
t+1－δT－τk

t+1）

（1－τd
t+1－τp

t+1+τd
t+1τp

t+1）

f2（X;θ1，θ2）=θ1           －θ2            ，

（rI
t+1+qt+1（1－δI）（1－κI

t+1））（1－τp
t+1－τd

t+1+τd
t+1τp

t+1）
，

qt［（1－κI
t）－τp

t－τd
t+τd

tτp
t］

ŷt qt x̂I
t

k̂t
T1 k̂t

T2

－

rI
t =

φ1 ŷt＋φ2qt x̂I
t ，

k̂t
I

ϕ1=1－φ1－θ1 ，

ϕ2=1－φ2－θ2 ．- 15 -
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　qt については，生産関数のパラメーター推計
では全ての期間で qt ＝ 1 と仮定した。生産関
数のパラメーターが求まった後に，（16）式を
用いることで，R&D 生産物の相対価格，qt，
を計算して用いるという方法を取った。Г（M; 
θ1，θ2）が十分小さくなるまで，非線形 Grid 
Search による推定ラウンドが進む毎にサーチ
グリッドを縮小するという方法を繰り返すこと
でパラメーターを推定できる。ウェイト行列
（Σ）については，最初の推定ラウンドでは，

を用いた。2 回目以降の推定ラウンドでは前ラ
ウンドのモーメント条件の推定誤差の分散―共
分散行列，Cov（f1（mt ; θ1, θ2），f2（mt ; θ1, θ2）），
の固有値の対角行列，

を用いた。このようにして求めた生産関数から
最終財部門の TFP，つまり，A1

t を求め，その
1980 年から 2011 年までの平均成長率として γ
を求めた。構造パラメーターのカリブレーショ
ン，推定結果については表 1 の通りである。

Ⅳ．成長会計

　この節では，日本経済の成長会計について標
準的な生産関数のケースと，この論文で採用し
た R&D 資本ストックを 2 部門で共有するケー
スを検討する。まず初めに，以下のような生産
関数を用いた成長会計の結果を示す。

　ここで ϕ1 は第 3 節で推計した FGP 部門の
労働分配率を用いている。表 2 は成長会計の結

果である。Hayashi and Prescott（2002）は
1990 年代の日本の経済成長率の低迷の原因に
ついて，労働投入の成長率低下と，TFP 成長
の減速を指摘したが，その結果をここでも再確
認できる。また，2000 年代についても労働投
入と TFP の成長は同様の傾向が継続してお
り，資本ストックの成長の減速も影響して，産
出の成長率は 1990 年代よりもさらに低下して
いる。

rI
t =

φ1 ŷt＋φ2qt x̂I
t ，

k̂t
I

ϕ1=1－φ1－θ1 ，

ϕ2=1－φ2－θ2 ．

Σ=         ，
1  0

0  1│
└

┌
│
┘

┐ 

Σ=          ，
λ1  0

0   λ2
│
└

┌
│
┘

┐ 

Yt =（KT
t ）1－    （AtHt）     ．ϕ1 ϕ1

表１　構造パラメーターの値

β 時間選好要因 0.980000000000000
γ TFP のトレンド成長率（FGP 部門） 0.009624326842325
ψ 余暇時間からの対数効用ウェイト 1.730726793404400
θ1 FGP 部門の物的資本分配率 0.396956117920397
φ1 FGP 部門の R&D 資本分配率 0.017111500728346
ϕ1 FGP 部門の労働分配率 0.585932381351257
θ2 R&D 部門の物的資本分配率 0.153413459575458
φ2 R&D 部門の R&D 資本分配率 0.369837767290490
ϕ2 R&D 部門の労働分配率 0.476748773134053
δT 物的資本ストックの減耗率 0.073503400483774
δI R&D 資本ストックの減耗率 0.150000000000000
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　表 3 は第 3 節で推計した人的資本水準を生産
要素として加えたケースの成長会計の結果であ
る。生産関数は次の形となる。

　表 3 では人的資本成長が加わった分，残差と
して計測される TFP の成長の寄与度が低下し
ている。1970 年代と 1990 年代については，人
的資本の成長率が高く，TFP の成長率はマイ
ナスとなった。
　最後に，第 2 節で導入した 2 部門成長モデル
と第 3 節で構築した最終財生産と R&D 生産の
データに基づいて，成長会計を行う。FGP 部
門と R&D 部門の生産関数は（10），（11）式と
同じである。

　Yt は最終財生産，Xl
t は R&D 生産である。

それぞれの生産関数の構造パラメーター値は第
3 節で推計したものを用いる。表 4 はこの新し
い成長会計の結果を示している。最終財部門に
ついては，R&D 資本ストックの成長寄与が組
み込まれていることが特徴であり，1990-2000
年代とその寄与度が低下していることが読み取
れる。それ以外の生産要素については表 3 に示
した人的資本を導入したバージョンの成長会計
と大きな違いはない。R&D 部門については，
R&D 生産の伸び率が 1990-2000 年代は低下が
著しい。また，この時期は R&D 部門の TFP
成長率がマイナスとなっている4）。

Yt =（KT
t ）1－    （AtZtHt）     ．ϕ1 ϕ1

Yt =（Kt
T1）     （KI

t）     （A1
tZtH 1

t）   ，θ1 φ1 ϕ1

XI
t =（Kt

T2）    （KI
t）      （A2

tZtH 2
t）   ．θ2 φ2 ϕ2

Yt =（Kt
T1）     （KI

t）     （A1
tZtH 1

t）   ，θ1 φ1 ϕ1

XI
t =（Kt

T2）    （KI
t）      （A2

tZtH 2
t）   ．θ2 φ2 ϕ2

４�）労働投入のデータについては，FGP 部門と R&D 部門の人的資本水準は同じと仮定したうえで，FGP 部門
と R&D 部門の賃金の均等条件と物的資本収益率の均等条件を用いて総労働投入を分割している。実際には
FGP 部門と R&D 部門の人的資本成長率は違っていたと考えられるため，残差としての TFP は違った推移
である可能性は高い。この点については更に研究の余地がある。

表２　資本ストック，労働投入，TFPによる成長会計
� 寄与度（％ポイント）

GDP

労働投入 資本投入 TFP

1960-1970 10.13 0.32 4.74 5.06
1970-1980 4.35 0.13 3.89 0.32
1980-1990 4.24 0.55 1.95 1.74
1990-2000 1.26 － 0.40 1.29 0.37
2000-2011 0.34 － 0.34 0.36 0.32

表３　資本ストック，労働投入，人的資本水準，及び，TFPによる成長会計
� 寄与度（％ポイント）

GDP

労働投入×人的資本 資本投入 TFP

労働投入 人的資本

1960-1970 10.13 0.42 0.32 0.10 4.74 4.96
1970-1980 4.35 0.65 0.13 0.51 3.89 － 0.19
1980-1990 4.24 0.87 0.55 0.31 1.95 1.42
1990-2000 1.26 － 0.01 － 0.40 0.39 1.29 － 0.02
2000-2011 0.34 － 0.11 － 0.34 0.23 0.36 0.09
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Ⅴ．モデルとデータの乖離

　この節では，構造パラメーターに数値を与え
た動学的一般均衡動学モデルを用いて，1980 年
から 2011 年の日本経済の市場の歪み（ウェッ
ジ）を計測し，モデルとデータの乖離を検討す
る。Chari, Kehoe and McGrattan（2007）の研
究では，観測されたマクロ経済データと標準的
な RBC モデルの生成するデータの乖離として
複数のウェッジを計測することが提案された。
計測されたウェッジは租税以外の観測されない
市場の歪みとしてモデルに組み込むことで，モ
デルが生成する内生変数のデータと観測された
経済データを完全に一致させることができる。
この研究では，租税以外の市場の歪みとして，

物的資本投資ウェッジ，R&D 投資ウェッジ，
労働投入ウェッジを，生産関数において生産要
素投入量と成長トレンドで説明できない要因と
して最終財部門の生産性ウェッジ，R&D 生産
部門のウェッジを導入する。

Ⅴ－１．モデルへのウェッジの導入
　（３）式の家計の予算制約に，労働ウェッジ，
物的資本投資ウェッジ，R&D 投資ウェッジを
加えると次のように書くことができる。

�
Ct+（1+ωT

t ）xT
t 
 + （1+ωI

t ）qtx I
t
 

=rT
t kT

t+ rI
t kI

t+（1－ωL
t ）wthT

t +ζt－τt ．

表４　R&D投資を含むモデルによる成長会計
� 寄与度（％ポイント）

最終財生産部門

労働投入×人的資本 資本投入
TFP

（最終財
部門）

労働投入 人的資本 物的資本 R&D 資本ストック

企業 政府・
NPISH

1960-1970 10.13 0.41 0.31 0.10 5.02 4.83 0.19 0.14 0.05 4.70
1970-1980 4.37 0.66 0.14 0.51 3.89 3.78 0.10 0.08 0.02 － 0.17
1980-1990 4.24 0.84 0.52 0.31 1.97 1.87 0.10 0.09 0.02 1.43
1990-2000 1.25 － 0.02 － 0.40 0.39 1.31 1.23 0.07 0.06 0.02 － 0.04
2000-2011 0.35 － 0.11 － 0.34 0.23 0.38 0.34 0.04 0.03 0.00 0.08

R&D 生産部門

労働投入×人的資本 資本投入
TFP

（R&D
部門）

労働投入 人的資本 物的資本 R&D 資本ストック

企業 政府・
NPISH

1960-1970 11.57 0.96 0.88 0.08 5.74 1.69 4.04 3.01 1.05 4.87
1970-1980 2.94 0.16 － 0.26 0.42 3.42 1.17 2.25 1.83 0.48 － 0.63
1980-1990 7.63 2.10 1.84 0.26 3.46 1.18 2.28 1.93 0.39 2.07
1990-2000 1.99 0.15 － 0.16 0.32 2.14 0.53 1.61 1.25 0.36 － 0.30
2000-2011 0.90 0.04 － 0.14 0.19 0.94 0.17 0.77 0.66 0.09 － 0.09
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� （33）
　ここで，ωT

t 及びωI
t はそれぞれ，物的資本

投資ウェッジ・レート，R&D 資本投資ウェッ
ジ・レートを意味する。これらのウェッジ・レー
トが正のとき，ウェッジ・レートは投資に対す
る課税率と同じ働きをする。ωL

t は労働ウェッ
ジ・レートであり，ωL

t ＞ 0 であれば労働所得
税率と，ωL

t ＜ 0 であれば労働補助金率と同じ
働きをする。
　これらのウェッジが存在すると仮定したもと
で，家計の通時的効用最大化の 1 階の条件，
（20），（21），及び（22）式は次の（34），（35），
及び（36）式のように書き換えられる。
　労働投入ウェッジ，　　　　　 ，を組み込
むことで（20）式は次のように書き換えること
ができる。

�

（34）

　物的資本投資ウェッジ，　　　　　，を組み
込むことで，物的資本についての異時点間代替
の条件，（21）式，は次のように書き換えるこ
とができる。

�

� （35）
　R&D 投資ウェッジ，　　　　　，を組み込
むことで，R&D 資本についての異時点間代替
の条件，（22）式，は次のように書き換えるこ

とができる。

�

� （36）

　（10），（11）式の生産関数において，A1
t と

A2
t はそれぞれ FGP 部門と R&D 部門の TFP

に相当する。各期の生産要素及び生産量を（1
＋γ）tA1

0ZtNt で割ることにより，トレンド除
去後のモデルにおける FGP 部門と R&D 部門
の TFP はそれぞれ以下のように定義される。

� （37）

� （38）

Ⅴ－２．計測された市場の歪み
　構造パラメーターの数値を与えた（33）から
（38）式に第 3 節で定義した税率の系列，及び，
観測されたデータを与えることでウェッジを計
測する事ができる5）。
　図 1 には計測された各ウェッジ・レートの推
移を示した。労働ウェッジ・レート，ωL

t，は
一貫して上昇傾向にある。物的資本投資ウェッ
ジ・レート，ωT

t，は 1980 年代中盤まではマイ
ナスだが，その後はプラスに推移している。
R&D 投資ウェッジ・レート，ωI

t，は 1990 年
代に大幅なマイナスとなったが，その後，マイ

ΩL
t ≡1－ωLt

ΩL
t ＝（1－ωL
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t  ψ（1－ht）－1
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t
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t  ŷt

ĉt
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ΩT
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ĉt 

ĉt +1 1＋τc
t+1 

1＋τc
t

＋τd
t+1τp

t+1）（rT
t+1－δT－τk

t+1）}

ΩT
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1＋τc
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ĉ t＋1（          ）ΩT
t－rT

t+1＋τk
t+1－（－τd

t+1－τp
t+1＋τd

t+1τp
t+1）（rT

t+1－δT－τk
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1－δT
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⇔
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│
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（Ω I
t +1－κI

t ）（1－δI）qt =

â1t＝―（―）（k̂Tt 1）θ1（k̂It）φ1
ŷt

h1t
1 1－θ1－φ1

1

，

â2t＝―（―）（k̂Tt 2）θ2（k̂It）φ2
ŷt

h2t
1 1－θ2－φ2

1

．

５�）物的資本投資ウェッジ，ΩT
t，及び R&D 投資ウェッジ，ΩI

t，については t ＋ 1 期のウェッジが t 期のウェッ
ジに依存するため，水準を定める基準がないが，ここでは 2011 年以降の物的資本投資ウェッジ及び R&D 投
資ウェッジが 1 となるように両ウェッジの初期値を与えた。
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ナス幅が縮小している。FGP 部門の生産性
ウェッジ・レート，1 － â1

t，は 1990 年にかけ
て低下してマイナス（つまり，生産性がそのト
レンドを上回る）となったが，その後は徐々に
上昇傾向にある。R&D 部門の生産性ウェッジ・
レート，1 － â2

t，も 1990 年にかけて低下した
もののその後急上昇し，2000 年代中盤以降は
プラス圏に浮上している。図 5 では各ウェッジ・

レートがマイナスの時は，労働供給，投資，生
産に対して促進的な効果をもち，各ウェッジ・
レートがプラスの時は，労働供給，投資，生産
に対して抑制的な効果をもつ。
　計測されたウェッジを外生変数としてモデル
に与えて 1980 年から 2011 年についてモデルに
内生変数を生成させると，実際に観測された
データと一致する。

Ⅵ．政策シミュレーション

　この節では，前節で検討した数値モデルを用
いて，外挿区間におけるシミュレーションを行
い，異なる外生変数，政策環境の下での経済の
定常均衡，及び，収束経路について検討する。
非線形モデルに定常状態に収束する経路の内生
変数を生成させる方法の一つとして，制御変数
の初期値を次々に試し打ちして定常状態に収束
する経路を見出す「シューティング・アルゴリ
ズム」がある。このモデルでは制御変数が複数

存在するため，定常状態に収束する初期の制御
変数の値をグリッド上から探し出す方法を用い
た6）。この非線形モデルの収束経路を見つける
この方法では，定常均衡が異なってくるような
外生変数の変化があった際にも，シミュレー
ションが可能である。外挿区間は 2012 年から
2070 年の期間とし，2070 年，あるいはそれよ
り早い時点に経済が定常状態に到達するものと
して，予測シミュレーションを行う。

６）複数の制御変数がある場合のシューティング・アルゴリズムの詳細は Appendix B を参照。

図１　計測されたウェッジ
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　予測シミュレーションを行うためには，外生
変数のベースライン・シナリオを用意する必要
がある。最終財部門の TFP については，その
1980 年から 2011 年までの成長トレンド，（1 ＋
γ）tA1

0，が 2020 年以降も継続するものと仮定
している。R&D 部門の TFP については，2020
年以降，最終財部門の TFP と同じ率で成長す
ると仮定した。人的資本についても，1980 年
から 2011 年の平均成長率で 2020 年以降も成長
すると仮定している。外生変数の急激な変動を
避けるため，2012 年から 2019 年については
2011 年の値と 2020 年の値の線形補完とした。
消費税率については，税率を 2014 年に 8％に，
2017 年に 10％に引き上げ，その後は 10％で推
移すると想定した。消費税以外の税率について
は，1980 年から 2011 年の平均税率を求め，
2020 年以降はその平均税率，2012 年から 2019
年については 2010 年の値と 2020 年の値の線形
補完とした。物的資本投資ウェッジ及び R&D
資本投資ウェッジについては 2012 年以降の期
間は全て 1 を取ると仮定した。図 2 にベースラ

イン・シナリオにおける外生変数の推移を示す。
　更に，考慮すべき点として人口構成の高齢化
に伴う，社会保障関連の負担増をどのようにシ
ナリオに組み込むのかという点がある。このモ
デルに労働所得税は組み込まれているものの，
高齢化に伴う確定給付型年金の保険料の支払
い，介護保険料の支払いといった社会保証制度
に伴う負担は組み込まれていない。宮崎（2009）
では，労働所得税と同じ働きをする社会保障負
担の増加が，労働ウェッジ　　　　　　の低下
トレンドを作り出している可能性を指摘してい
る。労働ウェッジの 2012 年以降の値については
高齢化率（65 歳以上人口 /15 歳以上人口）の関
数であると仮定して外挿を行う。1980 年から
2011 年の労働ウェッジを高齢化率の 2 次多項式
に回帰すると，図 3 の左図のような関係が観察
される。この関係を用いて外挿区間の高齢化率
（「将来人口推計」中位推計）から，労働ウェッ
ジのトレンドを描くと図 3 の右図の様に推移す
る。高齢化に伴う社会保障負担の増大を鑑みる
に，このような下降トレンドを持つ労働ウェッ

（ΩLt =1－ω
L
t）

図２　ベースライン・シナリオにおける外生変数

図３　高齢化と労働ウェッジ
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ジは十分想定しうるものと考える。
　次に，公的 R&D 資本ストックの役割をモデ
ルに組み込む。大学からの技術移転や研究室に
よる企業という稀なケースはあるものの，公的
R&D は直接に民間企業の売上や利益に貢献す
る効果は小さいと考えられる。一方，基礎的な
研究を提供することで民間企業の研究開発と特
許取得，公的研究機関の研究開発と発展を共に
誘発し，R&D 生産の生産性を高める効果があ
ると考えられる。Ikeuchi et al.（2014）はこう
した公的 R&D の民間企業生産へのスピルオー
バー効果が存在することを指摘している。こう
した点は基礎的な研究論文を引用した特許，そ
して特許をベースにした新製品への開発に至る
「サイエンス・リンケージ」として認識され，
1 つの研究分野を形成しつつある。ここでは，
公的 R&D 資本ストックが R&D 生産の TFP
水準と関係があると想定して，政策シミュレー
ションを試みる。
　R&D 生産を，民間企業 R&D，Kt

IB，と公的
R&D，Kt

IP，（政府と NPISH の R&D）に分け，
Kt

IP には次のように R&D 部門の TFP と関係
があると想定する。
　このとき，最終財部門の生産関数は次の通り
で，これまでと変更はない。

� （39）

　一方，R&D 部門の生産関数は，Kt
IP が 2 つ

のルートで生産に貢献することになる。

 
� （40）

　公的 R&D 資本ストックの R&D 生産への直
接効果は，代表的企業の行動やそれを保有する
代表的家計の最適化行動で考慮されるが，
A2

t（Kt
IP）という R&D 部門の TFP を通じての効

果はスピルオーバー効果であるため，代表的企
業，代表的家計にとって外生変数として扱われる。
　公的 R&D ストックが R&D 部門の TFP に
与える影響については，1965-2011 年の公的
R&D 資本ストック，Kt

IP，と同期間の R&D 部
門の TFP，A2

t，から次の回帰式で推定する。

 
� （41）

　ここで，Ā2 とK̄IP はそれぞれ，A2
t と Kt

IP の
通時平均値である。推定された係数はρ＝
0.3609，である。R&D 部門の生産性の外挿区
間については表 5 の 3 つのシナリオで公的
R&D 生産を成長させる。
　図 4 は公的 R&D 投資の 2012 年以降の伸び
率についての上記 3 つのシナリオについて，公
的 R&D ストックによる R&D 生産の TFP へ
のスピルオーバーを想定したモデルで定常状態
への収束経路を計算したものである。図 5 には，
この政策シミュレーションの 2070 年の数値を
示した。数値モデルで収束経路を求める際には
2070 年，あるいは，それ以前に経済は定常状

Yt＝（KTt 1）θ1（KItB + KItP）φ1（A1tZtH 1t）ϕ1

XIt＝（KTt 2）θ2（KItB + KItP）φ2（A2t（KItP）ZtH 2t）ϕ2

log（A2t－A
－2）＝ρ・log（KItP－K

－IP）＋et

表５　政策シミュレーションのシナリオ

公的 R&D 投資の成長率

シナリオ 1 2001–2011 年の平均成長率

シナリオ 2 1991–2011 年の平均成長率

シナリオ 3 －

―=0.995
XItP
XItP＋1

―=1.012
XItP
XItP＋1

―=1.020
XItP
XItP＋1
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図４　公的R&D投資政策のシミュレーションの結果（収束経路）
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図５　公的R&D投資政策のシミュレーションの結果（2070 年の値）
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態に到達しているものとして計算している。
2070 年における内生変数を比較するとシナリ
オ 3 ではシナリオ 1 に比べ，毎年の最終財生産
は 1％程高くなる（図 5 左上）。また，R&D 生
産は 42％ほど増加し（図 5 右上），R&D 生産
物の相対価格は 29％ほど低下する（図 5 右

下）。消費，賃金率は最終財生産と同様に 1％
高くなり（図 5 第 2 段目左と図 5 第 2 段目右），
余暇時間は変化がない（図 5 第 3 段目左）。こ
のシミュレーションでは公的 R&D 投資を増や
すことで，経済厚生を高めることが示された。

Ⅶ．結語

　この論文では，日本の R&D 資本ストックを
主として「科学技術研究調査」のデータを用い
て推計し，人的資本ストックを Barro and Lee
（2013）の平均就学年数と Miyazawa（2011）
のミンサー型賃金関数を参考に推計した。また，
最終財生産部門と R&D 生産部門の物的資本ス
トック及び労働投入を用いることで，R&D 資
本ストックを共有する最終財生産と R&D 生産
の生産関数の構造パラメーターを推計した。最
終財生産部門と R&D 生産部門の生産関数を持
つ 2 部門一般均衡動学モデルを構築し，残りの
構造パラメーターを推計，またはカリブレート
して以下の分析に用いた。第 1 に，成長会計を
行った。最終財生産部門，R&D 生産部門それ
ぞれの成長会計を実施することで，それぞれの
生産要素，TFP の生産への貢献を評価した。
第 2 に，将来の人口，人的資本，TFP，税率
等の外生変数を外挿し，公的 R&D 支出という
科学技術政策の定常均衡，経済成長経路への影
響を評価する政策シミュレーションを行った。
　主要な結果は以下のとおりである。第 1 に，
最終財生産における R&D 資本分配率は 0.017
と小さい一方，R&D 部門における R&D 資本
分配率は 0.37 と高い。第 2 に，推計した最終
財生産，R&D 生産の生産関数を用いた成長会
計では，最終財の TFP 上昇率が 1990 年代以
降低下しているのみならず，R&D 生産の TFP
成長率も同時期に低下している。第 3 に，公的
R&D のスピルオーバー効果の役割を想定した

モデルによる政策シミュレーションでは，公的
R&D 投資の増加が R&D 部門の TFP を上昇さ
せ，R&D 生産をかなり押し上げること示した。
同時に最終財生産部門の生産，家計の消費につ
いても増加させることを示した。
　残された課題も多い。今回構築したモデルで
は R&D 資本の非競合性，公的 R&D の R&D
生産性へのスピルオーバーを組み込んで分析を
行ったが，公的 R&D の実施機関は大学・大学
院を含む高等教育機関，あるいは若手研究者を
養成する研究機関であるケースが多い。従って，
公的 R&D 資本の蓄積は，平均就学年数では計
測できない人的資本の向上に結びついている可
能性もある。公的 R&D の教育水準（人的資本 
or TFP 成長の共通トレンド）への効果を取り
入れるには，FGP 部門，R&D 部門に加えて，
教育部門をモデルに組み込み，家計が物的資本
投資，人的資本投資，R&D 投資を行う数値モ
デルを考える必要がある。
　また，この研究では計測可能な非物的資本と
して，R&D 資本，人的資本を取り上げたが，
2008SNA では，その他の知的財産生産物とし
て「Artistic Originals」を計上することが推奨
されていており，米国，英国等の国民経済計算
では実際に推計が行われている。英国の文化メ
デ ィ ア・ ス ポ ー ツ 省（2016） で は「Artistic 
Originals」やソフトウェアを主として生産す
る産業が英国の経済成長を牽引している事も指
摘されている。こうした非物的資本を計測し，
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その経済における役割・作用を明らかにしてい くことも今後の研究課題である。
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補論１．R&D資本投資及びR&D資本ストックの計測

　R&D 資本投資，及び，R&D 資本ストックの
計測は，内閣府経済社会総合研究所（2010）の
方法をベースに行った。
　総務省『科学技術研究調査』の研究主体別の
内部使用研究費のうち，人件費，原材料費，リー
ス料，その他経費，固定資本減耗額の合計を当
該，研究主体の R&D 生産額とした。この際，
大学，短大他，大学附置研究所の別に，人件費
を研究活動に従事したフルタイム換算係数（文
部科学省『大学等におけるフルタイム換算デー
タに関する調査報告（平成 14 年度）』を使用）
で調整した。フルタイム換算係数は大学で
0.475，短大他で 0.342，大学附置研究所で 0.634
である。研究主体別（企業等，非営利団体／民
営研究機関，大学）の R&D 生産額を表 6 のブ
リッジテーブルに基づいて，制度部門別の
R&D 生産額に組み換えた。R&D 輸出・輸入に
よる調整については，国際収支統計の研究開発
サービスの収支が 2005 年以降のデータしかな
いため，この研究では行っていない。従って
R&D 生産額＝ R&D 投資額である。R&D 投資
額の実質化は，人件費を毎月勤労統計の定期給
与指数総額指数（産業計・5 人以上の事業所）

で，原材料費を企業物価指数（中間財）で，リー
ス料・その他経費を消費者物価指数（帰属家賃
を除く総合）で，固定資本減耗額を GDP デフ
レーター（総固定資本形成）で割って行っ
た7）。最後に，R&D 投資額の資本化は次の資
本遷移式を用いて恒久棚卸法で行った。

　こ の 際，R&D 資 本 減 耗 率（δI） は BEA
（2006）で用いられた 15％という数値を用い
た。また，R&D 投資の解任期間は 0 年と仮定
している。
　R&D 資本ストック額の初期値については，
次の式で与えられると仮定した。

KIt＋1＝（1－δI）KIt + XIt

t=1960
1964Σ   （XI

t＋1/XI
t－1） /5＋δI

t=1960
1964（Σ   XI

t）/5
KI

1959 =―┐
│

┘ 

┌
│

└

７）価格指数はいずれも 2005 年を 1.0 として用いた。

表６　SRD分類と SNA分類の対応表

SRD 分類
SNA 制度部門

企業 一般政府 NPISH

企業等 〇

国公営研究機関
非営利研究機関

〇
〇

国公立大学
国公立短大ほか
国公立大学附置研究所

〇
〇
〇

私立大学
私立短大ほか
私立大学附置研究所

〇
〇
〇
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補論２．グリッドサーチ・シューティングによる収束経路の計算

　関数型と構造パラメーターの値，｛β， γ， ψ，
δT, δI， θ1， θ2， φ1， φ2｝，を与えられた非線形の
一般均衡動学モデルの定常均衡は，第 2 節第 7
項の定常状態の条件を満たす内生変数の値を数
値的な非線形解法を用いることで求められる。
定常均衡に収束するパスについては，代表的家
計，及び，代表的企業の最適化条件と経済の一
般均衡条件を満たす経路の中で，定常状態に収
束するパスを探すことで求められる。この論文
の 2 部門一般均衡動学モデルでは，3 つの状態
変数，｛k̂t

T1，k̂t
T2，k̂I

t｝，と 2 つの制御変数，｛h1
t，

h2
t｝が存在することから，外生変数の時系列と

状態変数の初期値，｛k1
T1，k1

T2，kI
1｝が与えられ

た下で，定常状態に収束するパスにのる制御変
数の初期値，｛h1

1，h2
1｝，を探すことになる。こ

のとき，定常状態に収束するパスにのる制御変
数の初期値，｛h1

1，h2
1｝，を探す方法として，グ

リッドサーチ・シューティングを用いる。具体
的には次のような過程を経て定常状態に至る制
御変数の初期値，｛h1

1，h2
1｝，を見つける。

　Step 1：�観測期間の初期を 1 期，観測期間の
終期をＴ期，外挿期間の初期をＴ＋
1 期，外挿期間の終期をＳ期として，
外生変数の系列を用意する。

・観測期間の外生変数：

・外挿期間の外生変数：

・定常状態の外生変数：

　Step 2：�2 節 7 項で展開した全ての定常状態
の条件式を満たす状態変数の値，

｛kss
T1，kss

T2，kI
ss｝，を定常状態の外生

変数の値，　，の下で求める。
　Step 3：�状態変数の初期値，｛k̂t

T1，k̂t
T2，k̂I

t｝，
と外生変数の系列　が与えられた下
で，初期の制御変数についてのグ
リッドから｛h1

1，h2
1；h1

1，h2
1 ∈［0,1］, 

h1
1 ＋ h2

1 ≤ 1 ｝，（h1
0 ＋ h2

0 ≤ 1） に つ
いての値を選択し，内生変数の値
｛h1

2，h2
2，k̂2

T1，k̂2
T2，k̂I

2 ｝ を（21）
から（33）式が成立するように解
く。この際，非線形連立方程式を数
値解法で解くことになる。

　Step 4：�状態変数の前期の値，｛k̂t
T1，k̂t

T2，k̂I
t｝

と内生変数の今期の値，｛h1
t，h2

t｝，
及び，外生変数の系列Ξが与えられ
た下で，内生変数の値｛h1

t ＋ 1，h2
t ＋ 1，

k̂t ＋ 1，̂kt ＋ 1，̂kI
t ＋ 1｝を（21）から（33）

式が成立するように解く。これを，t
＝ 2 から t ＝ S － 1 まで繰り返し，
｛k̂S

T1，k̂S
T2，k̂I

S｝を得る。途中，内生
変数の数値解が得られない場合，数
値が発散して十分大きな値，あるい
はゼロに近い十分小さな値に到達し
た時は計算を停止する。

　Step 5：�次の収束条件を満たす，｛k̂S
T1，k̂S

T2，
k̂I

S｝，を生成する制御変数の初期値，
｛h1

1，h2
1｝，をグリッド上で探す。

Ξ=｛A1t , A2t ,γtzt ,ηt ,τct ,τht ,τpt ,τkt ,τdt ,κIt ,ΩTt ,ΩIt ,ΩLt ｝St＝1

Ξr =｛A1t , A2t ,γt , zt ,ηt ,τct ,τht ,τpt ,τkt ,τdt ,κIt ,ΩTt ,ΩIt ,ΩLt ｝Tt＝1

Ξf =｛A1t , A2t ,γt , zt ,ηt ,τct ,τht ,τpt ,τkt ,τdt ,κIt ,ΩTt ,ΩIt ,ΩLt ｝St＝T＋1－1

Ξs =｛A1t , A2t ,γt , zt ,ηt ,τct ,τht ,τpt ,τkt ,τdt ,κIt ,ΩTt ,ΩIt ,ΩLt ｝t＝S

Ξs

Ξ

T1 T2

 （―）
2

＋（―）
2

＋（―）
2

 0.
k̂T

S
1 k̂T

S
2

k̂T
s

1－k̂T
S

1 k̂T
s

2－k̂T
S

2 k̂I
s

 －k̂I
S

k̂I
S

～～

1―2
s s s

┌
│
│
└

┌
│
│
└
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